
「第1子出産前後の女性の継続就業率」の
動向関連データ集
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20～64歳　78.1％ 80％

20～34歳　76.1％ 79％

25～44歳　女性　71.6% 77％

60～64歳　62.2％ 67%

②
時間当たり労働生産性の伸び率（実質、年平均）
（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである）

0.9%
（2005～2014年度の10年間平均）

実質GDP成長率に関する目標（2％を上回
る水準）より高い水準（※）

③ フリーターの数 約167万人
124万人

※ピーク時比で約半減

④
労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設
けている割合

52.8％ 全ての企業で実施

⑤ 週労働時間60時間以上の雇用者の割合 8.2% 5%

⑥ 年次有給休暇取得率 47.6％ 70%

⑦
メンタルヘルスケアに関する措置を受けられる職場の
割合

60.7％ 100%

⑧
短時間勤務を選択できる事業所の割合
（短時間正社員制度等）

15.0% 29%

⑨ 自己啓発を行っている労働者の割合
42.7%（正社員）

16.1%（非正社員）
70%（正社員）

50%（非正社員）

⑩ 第１子出産前後の女性の継続就業率 53.1％ 55%

認可保育所等（３歳未満児）
92万人

認可保育所等（３歳未満児）
116万人 (2017年度)

放課後児童クラブ
102万人

放課後児童クラブ
122万人 (2019年度)

⑫ 男性の育児休業取得率 2.65% 13%

⑬ 6歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時間 1日当たり67分 1日当たり2時間30分

数値目標

数値目標設定指標 現状（直近の値） 2020年

数値目標の設定に当たっては、以下の数値目標との整合性を取っている。
　・①、③：「『日本再興戦略』改訂2015」（平成27年6月30日、閣議決定）
　・①、③、⑤、⑥、⑩、⑫：「まち・ひと・しごと創生総合戦略2015改訂版」（平成27年12月24日閣議決定）
　・①、⑤～⑧、⑩、⑫、⑬：「第４次男女共同参画基本計画」（平成27年12月25日閣議決定）
　・②、⑦、⑩：「新成長戦略」（平成22年6月18日、閣議決定）
　・⑦、⑩：「2020年までの目標」（平成22年6月3日、雇用戦略対話）
　・⑩～⑬：「少子化社会対策大綱」（平成27年3月20日閣議決定）

※「新成長戦略」（平成22年6月18日、閣議決定）において、「2020年度までの平均で、名目3％、実質2％を上回る成長を目指す。」、
「2％を上回る実質成長率を実現するためには、それを上回る労働生産性の伸びが必要である。」とあることを踏まえたもの。
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⑪ 保育等の子育てサービスを提供している数

（参考）「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（数値目標） 
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「仕事と生活の調和推進のための行動指針」数値目標の見直しについて 

平 成 ２ ８ 年 ６ 月 

仕事と生活の調和連携推進・評価部会 

○ 行動指針の数値目標は、政労使がそれぞれの立場を代表して合意したも

ので、特段の期限が明記されているものを除き 2020 年度を目標年次として

取組を進めるためのものであることから、2020 年度の前年度頃から見直し

の議論を開始することとし、それまでは原則として行動指針の数値目標は

変更しない。 

○ ただし、2020 年度より前に期限を迎える数値目標がある場合には、その

期限の前年度頃から、当該数値目標の在り方についての議論を評価部会で

行い、必要に応じ見直しをすることとなることから、他の数値目標につい

ても、そのタイミングに合わせ、政府が閣議決定等で設定した関連する数

値目標等を踏まえ、見直しの要否について検討を行う。 
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注：対象は第１子が１歳以上15歳未満の初婚どうしの夫婦。第12回～第15回調査の夫婦を合わせて集計した（客体数 12,719）。
就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化を見たもの。
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出産前有職者の就業継続率（就業形態別）

（備考）
１．国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2016年）より作成。
２．第１子が１歳以上15歳未満の子を持つ初婚どうし夫婦について集計。

３．出産前後の就業経歴
就業継続（育休利用）－妊娠判明時就業～育児休業取得～子ども１歳時就業
就業継続（育休なし） －妊娠判明時就業～育児休業取得なし～子ども１歳時就業

４．就業形態は妊娠判明時であり、回答者の選択による。なお、「パート・派遣」は「パート・アルバイト」、「派遣・嘱託・契約社員」の合計。
※育児・介護休業法上、期間を定めて雇用される労働者のうち育児休業をすることができる労働者は、①～③に該当する労働者。
①同一の事業主に引き続き1年以上雇用されていること

②子の1歳の誕生日以降も引き続き雇用されることが見込まれること
③子の2歳の誕生日の前々日までに、労働契約期間が満了しており、かつ、契約が更新されないことが明らかでないこと
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女性の育児休業取得率

（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査」より作成。ただし、2007年以前は厚生労働省「女性雇用管理基本調査」による。
２．数値は、調査前年度１年間（2011年度以降調査においては、調査開始前々年10月1日から翌年9月30日
までの１年間）に配偶者が出産した者のうち、調査年10月１日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出を
している者を含む。）の割合。

３．2011年度の値（［ ］表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
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男性の育児休業取得率
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目標値

（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査」より作成。ただし、2007年以前は厚生労働省「女性雇用管理基本調査」による。
２．数値は、調査前年度１年間（2011年度以降調査においては、調査開始前々年10月1日から翌年9月30日

までの１年間）に配偶者が出産した者のうち、調査年10月１日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出を
している者を含む。）の割合。

３．2011年度の値（［ ］表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
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事業所規模別育児休業取得者（女性）割合
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（備考）
１．厚生労働省「雇用均等基本調査」（2015年度）より作成。 7



パパ・ママ育休プラスの利用者割合

（備考）
１．厚生労働省「雇用均等基本調査」（2015年度）
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有期契約労働者（女性）の育児休業取得率
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（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査」より作成。
２．数値は、調査前年度１年間（2011年度以降調査においては、調査開始前々年10月1日から翌年9月30日

までの１年間）に配偶者が出産した者のうち、調査年10月１日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出を

している者を含む。）の割合。
３．2011年度の値（［ ］表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
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育児休業取得期間割合（企業規模別）

（備考）
１．厚生労働省「雇用均等基本調査」（2015年度）

10



出産後のライフステージ別にみた、妻の就業状態の構成
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出産後の就業継続意欲と就業形態別にみた妻の継続就業の状況
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出産後の就業継続状況（就業継続の意欲別）

（備考）
１．厚生労働省「第13回21世紀成年者縦断調査（平成14年成年者）の概況」（調査年月：2014年11月）より作成。
２．集計対象は、以下の①又は②に該当し、かつ③④に該当する同居夫婦である。

①第１回調査から第13回調査まで双方が回答した夫婦
②第１回調査時に独身で第12回調査までの間に結婚し、結婚後第13回調査まで双方が回答した夫婦
③妻が出産前に仕事ありで、かつ、「女性票」の対象者で、この12年間に子どもが生まれた夫婦
④出産後の就業継続意欲調査回に妻が仕事ありで、かつ、子どもをもつ意欲が「絶対欲しい」「欲しい」 「どちらとも言えない」「あまり欲しくない」のいずれかの者

３．出産後の就業継続意欲は、第１回調査から第４回調査までに出産した者は第１回調査時の、第４回調査から第７回調査までに出産した者は第４回調査時の、
第７回調査から第10回調査までに出産した者は第7回調査時の、第10回調査から第13回調査までに出産した者は第10回調査時の状況である。

４．第10回調査において、出産後の就業継続意欲を「続けるかどうか考えていない」「今後の出産は考えていない」と回答した者は「考えていない」に含む。
５．「正規」及び「非正規」とは、就業形態が正規の職員・従業員を「正規」、アルバイト、パート、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員、嘱託及びその他を「非正規」という
６．12年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
７．出産後の就業継続意欲の「総数」には、出産後の就業継続意欲不詳、正規・非正規以外の就業形態等を含む。 12



末子妊娠時の就業形態別末子妊娠・出産時の退職理由

（備考）厚生労働省「平成27年度 仕事と家庭の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業 報告書 労働者アンケート調査結果」
（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社委託）より抜粋。
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妊娠等を理由とする不利益取扱い経験率
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就業継続に必要だったと思うこと〔個人調査〕
（第１子出産後も就業の継続を希望していたが継続しなかった女性）
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正社員(n=212) 非正規社員(n=257)

（％）

（備考）
１．内閣府「ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査」（2013年度）より作成。
２．6歳未満の子（第1子）と同居中で、妊娠判明時、従業員数が30人以上の企業（業種は不問。）に雇用されていた

20歳以上の女性（当時、正社員及び週の労働時間が30時間以上の非正規社員。）が調査対象。
３．上位10項目を抽出している。
４．複数回答。
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仕事のやりがい別にみた就業継続意向(個人調査)（女性）
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（備考）
１．内閣府「ワーク・ライフ・バランスに関する個
人・企業調査」（2013年度）より作成。
２．6歳未満の子（第１子）と同居中で、妊娠判明
時、従業員数が30人以上の企業（業種は不
問。）に雇用されていた20歳以上の女性（当
時、正社員及び週の労働時間が30時間以上の
非正規社員。）が調査対象。

16



72.1 

64.4 

55.0 

54.3 

59.5 

9.3 

2.7 

4.5 

2.9 

4.2 

14.0 

27.5 

34.3 

40.0 

30.7 

4.7 

5.4 

6.2 

2.9 

5.6 

0 20 40 60 80 100

４時間以上

２時間以上

４時間未満

２時間未満

家事・育児

時間なし

総数

同一就業継続 転職 離職 不詳 （％）

【６歳未満児のいる夫の家事・育児関連時間（１日当たり）】

（資料出所）平成28年男女共同参画白書

（備考）１．総務省「社会生活基本調査」（平成23年），Bureau of Labor Statistics of the 
U.S.“American Time Use Survey”（2014）及びEurostat“How Europeans Spend Their Time 
Everyday Life of Women and Men”（2004）より作成。

２．日本の値は，「夫婦と子供の世帯」に限定した夫の１日当たりの「家事」，「介護・看護」，
「育児」及び「買い物」の合計時間（週全体平均）。

（資料出所）厚生労働省「第13回21世紀成年者縦断調査（2014年）
注：
1)集計対象は、以下の①又は②に該当し、かつ③に該当する同居夫婦である。

①第１回調査から第13回調査まで双方が回答した夫婦
②第１回調査時に独身で第12回調査までの間に結婚し、結婚後第13回調査まで

双方が回答した夫婦
③妻が出産前に仕事ありで、かつ、「女性票」の対象者で、この12年間に子どもが

生まれた夫婦
2) 12年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
3）家事・育児時間の「総数」には、家事・育児時間不詳を含む。

【夫の平日の家事・育児時間別にみた妻の出産
前後の継続就業割合】

1:131:070:59
0:40

1:001:08
0:39

3:12
3:21

3:00

2:30
2:46

2:58

1:07

0

1

2

3

4

うち育児の時間 家事・育児関連時間

（時間）

女性の継続就業・出産と男性の家事・育児時間の関係

【６歳未満児のいる夫の家事・育児関連時間（１日当たり）
（共働きか否か、夫と妻の週間就業時間、平日・週末別）】

週全体 平日 土曜日 日曜日

総平均 ６７分 ３８分 １２２分 １５７分

共働きで夫・妻ともに３５時間以上 ８３分 ５３分 １４３分 １７１分

夫が有業で妻が無業 ６６分 ３５分 １２４分 １６０分

（出典）「平成２３年社会生活基本調査結果」（総務省統計局） 17



都道府県別の女性の労働力率と保育所定員数の関係

y = 0.5192x + 37.123
R² = 0.5165
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0～5歳人口に対する保育所定員数
（対100人比）

女
性
有
配
偶
者
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歳
）の
労
働
力
率

15
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兵庫

東京

新潟

高知

埼玉

長野

神奈川

島根

福井

福島

（備考）
１．都道府県別の女性有配偶者（15～39歳）の労働力率と都道府県別の就学0～5歳人口に対する保育所定員数をプロットしたもの。
２．女性有配偶者（15～39歳）の労働力率及び0～5歳人口は、総務省統計局「国勢調査」（2010年）による。
３．保育所定員数は、厚生労働省「福祉行政報告例」による2015年4月1日現在の数値。定員は子ども・子育て支援法による利用定員。

18



都道府県別の女性の労働力率と放課後児童クラブ
登録児童数（小学１～３年生）の関係

y = 0.7446x + 32.228
R² = 0.4215
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（％）

（対100人比）
小学1～3年生の就学児童数に対する放課後児童クラブ登録児童数

女
性
有
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偶
者
（

〜

歳
）の
労
働
力
率

15

39

神奈川

愛知

東京

山梨

富山

大阪

（備考）

１．都道府県別の女性有配偶者（15～39歳）の労働力率と小学1～3年生の都道府県別の就学児童数に対する

放課後児童クラブ登録児童数をプロットしたもの。

２．女性有配偶者（15～39歳）の労働力率は、総務省統計局「国勢調査」（2010年）による。

３．放課後児童クラブ登録児童数は、厚生労働省「育成環境課調査」による2015年5月1日現在の数値。

４．就学児童数は、文部科学省「学校基本調査（確報値）」による2015年5月1日現在の数値。 19



（注）20歳以上の
回答者による
結果を経年比較）

「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と思う人は、男女とも初めて50％超。
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子供が大きくなったら再び職業をもつ方がよい
その他

（％）

20

女性

男性

「男女共同参画社会に関する世論調査」の結果
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